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道内景気は、新型コロナウイルスの影響により厳しい状況が続いているが、持ち直しの動

きがみられる。生産活動は持ち直しの動きがみられる。需要面をみると、個人消費は、一部

に弱さが残るものの、持ち直しの動きがみられる。住宅投資は、横ばい圏の動きとなってい

る。設備投資は、減少している。公共投資は、高水準で推移している。輸出は、下げ止まっ

ている。観光は、来道者数が減少に転じたほか、外国人入国者数が前年を大幅に下回り厳し

い状況が続いている。

雇用情勢は、有効求人倍率が前年を下回り、弱さがみられる。企業倒産は、２か月連続で

件数・負債総額ともに前年を下回った。消費者物価は、前年を下回った。

現状判断DI（北海道）
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１．景気の現状判断DI～２か月連続で低下

景気ウォッチャー調査
（季節調整値）

（資料：内閣府）
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２．鉱工業生産～３か月連続で上昇

鉱工業生産・出荷・在庫指数
（季節調整済指数）

（資料：北海道経済産業局）

景気ウォッチャー調査による、１２月の景気

の現状判断DI（北海道）は前月を３．７ポイン

ト下回る２８．８と２か月連続で低下した。横ば

いを示す５０を２か月連続で下回った。

景気の先行き判断DI（北海道）は、前月

を２．２ポイント上回る３２．７となった。横ばい

を示す５０は３か月連続で下回った。

１１月の鉱工業生産指数は８４．７（季節調整済

指数、前月比＋１．６％）と３か月連続で上昇

した。前年比（原指数）では▲９．４％と１４か

月連続で低下した。

業種別では、鉄鋼業など６業種が前月比上

昇となった。パルプ・紙・紙加工品工業など

７業種が前月比低下となった。

道内経済の動き
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３．百貨店等販売額～２か月ぶりに減少

百貨店等販売額（前年比）

（資料：北海道経済産業局）

軽乗用車小型車 前年比（右目盛）普通車

千台 ％

1110987654322020/1122019/11

27
24
21
18

9

0 -50

-30

-10
15
12

6
3 -40

-20

40

20
30

10
0

４．乗用車新車登録台数～２か月連続で増加

乗用車新車登録台数

（資料：�日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会）

その他プロサッカー 総来場者（前年比、右目盛）プロ野球

千人 ％
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５．札幌ドーム来場者数～２か月ぶりに前年下回り

札幌ドーム 来場者数

（資料：㈱札幌ドーム）

１１月の百貨店・スーパー販売額（全店ベー

ス、前年比▲２．６％）は、２か月ぶりに前年

を下回った。

百貨店（前年比▲３０．６％）は、全ての品目

が前年を下回った。スーパー（同＋４．４％）

は、飲食料品、その他が前年を上回った。

コンビニエンスストア（前年比▲２．９％）

は、２か月連続で前年を下回った。

１１月の乗用車新車登録台数は、１２，８７７台

（前年比＋１３．１％）と２か月連続で前年を上

回った。車種別では、普通車（同＋２６．１％）、

小型車（同▲６．４％）、軽乗用車（同＋２１．１％）

となった。

４～１１月累計では、９９，９０５台（前年比

▲１４．３％）と前年を下回っている。内訳は普

通車（同▲１７．２％）、小型車（同▲１５．１％）、

軽乗用車（同▲１０．３％）となった。

１１月の札幌ドームへの来場者数は、３４千人

（前年比▲８６．８％）と２か月ぶりに前年を下

回った。来場者内訳は、プロ野球１９千人（同

全増）、サッカー１１千人（同▲７２．６％）、その

他が４千人（同▲９８．０％）だった。

道内経済の動き
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持家 貸家 給与 前年比（右目盛）分譲

11

千戸 ％

0

1

2

3

6

-40

-30

-20

-10

0

20

10987654322020/1122019/11

5 10

4

６．住宅投資～４か月連続で増加

住宅着工戸数

（資料：国土交通省）
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前年比（右目盛）

７．建築物着工床面積～４か月連続で減少

民間非居住用建築物（着工床面積）

（資料：国土交通省）
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８．公共投資～３か月ぶりに増加

公共工事請負金額

（資料：北海道建設業信用保証㈱ほか２社）

１１月の住宅着工戸数は２，６９１戸（前年比

＋４．６％）と４か月連続で前年を上回った。

利用関係別では、持家（同▲１．２％）、貸家

（同＋１３．７％）、給与（同＋１５３．８％）、分譲

（同▲１０．１％）となった。

４～１１月累計では２３，６８５戸（前年比

▲４．２％）と前年を下回った。利用関係別で

は、持家（同▲８．６％）、貸家（同▲１．９％）、

給与（同▲８．８％）、分譲（同▲０．３％）と

なった。

１１月の民間非居住用建築物着工床面積は、

７８，５７８㎡（前年比▲３５．２％）と４か月連続で

前年を下回った。業種別では、製造業（同

▲８５．０％）、非製造業（同▲１４．０％）であっ

た。

４～１１月累計では、１，４４６，３６３㎡（前年比

＋２．１％）と前年を上回っている。業種別で

は、製造業（同▲２６．９％）、非製造業（同

＋５．９％）となった。

１２月の公共工事請負金額は１９０億円（前年

比＋３７．５％）と３か月ぶりに前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋３４６．１％）、市町村

（同＋４１．８％）、その他（同＋１３３．０％）が前

年を上回った。独立行政法人（同▲７８．８％）、

道（同▲２７．５％）、地方公社（同皆減）が前

年を下回った。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年比（右目盛）
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９．来道者数～１０か月連続で減少

来道者数

（資料：�北海道観光振興機構）
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１０．外国人入国者数～１４か月連続で減少

外国人入国者数

（資料：法務省入国管理局）
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１１．貿易動向～輸出が１６か月連続で減少

貿易動向

（資料：函館税関）

１１月の国内輸送機関利用による来道者数

は、５８３千人（前年比▲４６．４％）と１０か月連

続で前年を下回った。輸送機関別では、航空

機（同▲５０．１％）、JR（同▲２３．４％）、フェ

リー（同▲６．０％）となった。

４～１１月累計では、３，３３２千人（同

▲６６．３％）と前年を下回っている。

前月比では、新型コロナウイルスの再拡大

を受け、６か月ぶりに減少した。

１１月の道内空港・港湾への外国人入国者数

は、０人（前年比皆減）と１４か月連続で前年

を下回った。

１１月の貿易額は、輸出が前年比▲１８．０％の

２１１億円、輸入が同▲２８．８％の７７１億円だっ

た。

輸出は、鉄鋼、鉄鋼くず、一般機械などが

減少した。

輸入は、原油・粗油、石炭、再輸入品など

が減少した。

輸出は、４～１１月累計では１，３９９億円（前

年比▲３１．５％）と前年を下回っている。

道内経済の動き

― ４ ―ほくよう調査レポート ２０２１年２月号
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛）
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１２．雇用情勢～有効求人倍率が前年を下回る

有効求人倍率（常用）、新規求人数（前年比）

（資料：北海道労働局）
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１３．倒産動向～件数・負債総額ともに２か月連続で減少

企業倒産（負債総額１千万円以上）

（資料：㈱東京商工リサーチ）
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2015年
＝100.0

１４．消費者物価指数～前年を下回る

消費者物価指数

（資料：総務省、北海道）

１１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は、０．９９倍（前年比▲０．２９ポイント）と前年

を下回った。

新規求人数は、前年比▲９．２％と１１か月連

続で前年を下回った。業種別では、卸売業・

小売業（同＋１５．５％）が前年を上回った。医

療・福祉（同▲４．１％）、建設業（同▲３．５％）、

サービス業（同▲１９．０％）、宿泊業・飲食

サービス業（同▲２７．８％）などが前年を下

回った。

１２月の企業倒産は、件数が７件（前年比

▲５８．８％）、負債総額が９億円（同▲７９．５％）

だった。件数・負債総額ともに２か月連続で

前年を下回った。

業種別では卸売業、運輸業、サービス・他

が各２件、一次産業が１件となった。

新型コロナウイルス関連の倒産件数は１件

であった。

１１月の消費者物価指数（生鮮食品を除く総

合指数）は、１０２．２（前月比▲０．１％）となっ

た。前年比は▲１．４％と、前年を下回った。

生活関連重要商品等の価格について、１１月

の動向をみると、食料品・日用雑貨等の価格

は、おおむね安定している。石油製品の価格

は調査基準日（１１月１０日）時点の前月比で、

灯油価格は値上がりし、ガソリン価格は値下

がりした。

道内経済の動き

― ５ ― ほくよう調査レポート ２０２１年２月号
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＜図表1＞業況の推移
売上DI 利益DI全産業
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１．２０２０年１０～１２月期 実績

前期に比べ、売上DI（△３８）は１５ポ
イント上昇、利益DI（△３２）は１３ポイ
ント上昇し、業況は２期連続で持ち直し
となった。一方、水準を見ると、利益
DIは全業種でマイナス圏のままであ
り、依然として厳しい状況が続いてい
る。

２．２０２１年１～３月期 見通し

前期に比べ、売上DI（△４３）は５ポ
イントの低下、利益DI（△４１）は９ポ
イントの低下と、業況は低下の見通し
で、感染症拡大などにより先行きに不透
明感がみられる。製造業は横ばい圏内の
動きを見込む一方、非製造業で売上
DI、利益DIともに低下する見通し。

項 目
２０１７年
１０～１２

２０１８年
１～３４～６７～９１０～１２

２０１９年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２０年
１～３４～６７～９１０～１２

２０２１年
１～３
見通し

売上DI ５ △３ △３ △１ △３ △６ △３ △３ △１１ △２３ △５９ △５３ △３８ △４３
利益DI △９ △１４ △１３ △１２ △１５ △１１ △８ △８ △１１ △２４ △５７ △４５ △３２ △４１

定例調査

業況は２期連続で持ち直し
第７９回 道内企業の経営動向調査
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＜図表２－１＞業種別の要点

要 点
（２０２０年１０～１２月期実績）

２０２０年
１～３

２０２０年
４～６

２０２０年
７～９

２０２０年
１０～１２

２０２１年
１～３

実績 実績 実績 実績 前回
見通し 見通し

全産業 持ち直しの動きがみられるものの、
依然として厳しい業況が続いている。

売上ＤＩ △２３ △５９ △５３ △３８ △５３ △４３
利益ＤＩ △２４ △５７ △４５ △３２ △４９ △４１

製造業 木材・木製品は持ち直しの動き。
鉄鋼・機械・金属は業況後退。

売上ＤＩ △２９ △６７ △５２ △４９ △５９ △５２
利益ＤＩ △２５ △６８ △４２ △４６ △５８ △４７

食料品 水産業でやや業況改善。畜産・製
菓は低調が続く。

売上ＤＩ △３６ △８３ △７２ △６８ △７４ △４７
利益ＤＩ △３７ △８０ △４１ △４６ △６１ △３４

木材・木製品 製材業・木製品製造業ともに業況
持ち直し。

売上ＤＩ △３６ △８４ △７３ △６１ △６４ △５６
利益ＤＩ △２７ △８４ △６８ △５６ △７３ △５６

鉄鋼・金属製品・
機械

鉄鋼業が業況改善の一方、金属製
品・機械製造業が業況後退。

売上ＤＩ △１５ △３９ △２１ △３４ △３３ △４７
利益ＤＩ △１２ △４２ △２１ △４３ △３３ △４７

非製造業 全ての業種で業況持ち直し。
売上ＤＩ △２０ △５５ △５３ △３３ △５１ △４０
利益ＤＩ △２４ △５３ △４６ △２６ △４６ △３８

建設業 公共工事は横ばい圏。民間工事が持ち
直し。業種別では住宅の改善が目立つ。

売上ＤＩ △１１ △２８ △２０ ７ △２５ △２５
利益ＤＩ △１１ △３１ △２８ △６ △２９ △３４

卸売業 全ての業種で業況改善。
売上ＤＩ △３７ △７１ △７２ △５２ △６９ △４８
利益ＤＩ △３１ △６３ △５７ △３０ △６３ △４４

小売業 燃料店が押し下げるものの、業種
全体として持ち直しが見られる。

売上ＤＩ △２０ △６３ △６３ △４３ △５７ △２６
利益ＤＩ △３０ △６０ △３０ △１５ △３７ △１５

運輸業 貨物は利益DI改善。旅客は不振
が続く。

売上ＤＩ △１７ △５６ △６３ △６０ △５６ △６４
利益ＤＩ △２２ △５２ △５６ △３６ △５６ △４８

ホテル・旅館業 観光ホテルの業況持ち直し。都市
ホテルは不振が続く。

売上ＤＩ △６５ △１００ △１００ △６２ △１００ △９４
利益ＤＩ △７１ △１００ △１００ △７３ △１００ △９４

＜図表２－２＞地域別業況の推移

２０１８年
４～６

２０１８年
７～９

２０１８年
１０～１２

２０１９年
１～３

２０１９年
４～６

２０１９年
７～９

２０１９年
１０～１２

２０２０年
１～３

２０２０年
４～６

２０２０年
７～９

２０２０年
１０～１２

２０２１年
１～３

実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 実績 前回
見通し見通し

全 道
売上ＤＩ △３ △１ △３ △６ △３ △３ △１１ △２３ △５９ △５３ △３８ △５３ △４３
利益ＤＩ △１３ △１２ △１５ △１１ △８ △８ △１１ △２４ △５７ △４５ △３２ △４９ △４１

札 幌 市
売上ＤＩ △４ △２ １ △６ ０ ７ △６ △１３ △６３ △５８ △３７ △５２ △４３
利益ＤＩ △１６ △１６ △７ △９ ０ △５ △１０ △１７ △５８ △４９ △３１ △５０ △４０

道 央
（札幌除く）

売上ＤＩ １５ １８ △１ △５ △５ △５ △１６ △３６ △５０ △４３ △３７ △４９ △４１
利益ＤＩ ４ ８ △１３ △９ △１４ △３ △５ △３４ △４７ △４３ △３５ △５５ △４７

道 南
売上ＤＩ △１３ △１５ △５ １０ １６ △１９ △１２ △２９ △５９ △６３ △５６ △５６ △５７
利益ＤＩ △２７ △３５ △４９ △１５ △１１ △２６ △７ △１８ △５９ △５１ △５３ △５６ △６０

道 北
売上ＤＩ ０ △２ ４ △９ △６ △１２ △６ △２５ △５４ △４６ △２７ △５２ △３９
利益ＤＩ △２ △２ １３ △４ △６ △８ △１１ △２７ △５５ △３１ △２２ △３８ △３９

道 東
売上ＤＩ △２０ △１５ △１８ △１４ △１９ △７ △２１ △２２ △６５ △５５ △４０ △５８ △４３
利益ＤＩ △２６ △２５ △３６ △１９ △１９ △９ △２５ △３１ △７０ △４５ △２９ △４８ △２７

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別）

運輸業鉄鋼・金属製品・機械

ホテル・旅館業建設業
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＜図表5＞利　益

＜図表4＞売　上
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1
増加
7 28 減少 55

13 25 62

8 16 76

11 17 72

14 38 48

20 30 50

19 29 52

31 45 24

11 26 63

17 23 60

12 16 72

19 81

13 40 47

1
増加
2 不変 33 減少 55

9 30 61

11 31 58

5 34 61

15 23 62

35 65

13 34 53

18 39 43

8 36 56

17 40 43

8 20 72

6 94

13 42 45

1
増加
8 不変 32 減少 50

12 30 58

14 26 60

11 22 67
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10 35 55

21 32 47

26 42 32

21 28 51

23 39 38

24 16 60

13 1 86

8 39 53

1
増加
1 不変 37 減少 52

11 31 58

18 30 52

5 34 61

12 29 59

35 65
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12 42 46

10 36 54

17 51 32

12 28 60

6 94

11 44 45

2020/10～12実績（n=367） 2021/1～3見通し（n=364）

2020/10～12実績（n=364） 2021/1～3見通し（n=363）

不変
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＜図表6＞資金繰り
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＜図表7＞短期借入金の難易感
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16 83 1

5 93 2

8 88 4

8 88 4

80 20

11 78 11

2020/10～12実績（n=366） 2021/1～3見通し（n=362）

2020/10～12実績（n=365） 2021/1～3見通し（n=360）

好転 悪化 好転 悪化

容易 困難 容易 困難
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＜図表9＞設備投資

＜図表8＞在　庫

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械
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0 20 40 60 80 100％ 0 20 40 60 80 100％

6 6 8
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21 13 28

18 26 27

△ 3 6 3

27 5 22

2 3 4

△ 1 △ 8 0

12 20 12

△ 8 △ 8 △ 4

8 8 19

13 12 5

0 0 0

20/1～3
在庫DI

20/4～6
在庫DI

20/7～9
在庫DI 在庫DI 在庫DI

37 33 37

35 25 39

46 20 35

27 21 27

30 30 35

31 32 63

38 36 37

36 42 28

23 22 24

28 26 49

50 48 74

47 45 29

57 40 42

20/1～3
実施企業

20/4～6
実施企業

20/7～9
実施企業

3

6

11

11

△ 6

16

1

△ 5

12

△ 9

6

13

0

0

3

3

11

△ 6

11

△ 2

△ 8

5

△ 4

6

13

△10

10 適正 83 7

15 76 9

22 67 11

22 67 11

94 6

27 62 11

7 87 6

2 91 7

17 78 5

4 83 13

6 94

13 87

7 86 7

8 適正 84 8

11 81 8

14 75 11

17 77 6

94 6

22 67 11

6 86 8

2 88 10

12 81 7

4 88 8

6 94

13 87

3 84 13

実施 38 実施せず 62

43 57

38 62

33 67

43 57

60 40

37 63

32 68

26 74

46 54

60 40

13 88

46 54

実施 27 実施せず 45 未定 28

30 47 23

24 41 35

39 56 6

29 49 23

35 50 15

26 44 30

19 46 35

15 57 28

33 42 24

36 36 28

19 56 25

43 22 35

2020/10～12実績（n=342） 2021/1～3見通し（n=340）

2020/10～12実績（n=364） 2021/1～3見通し（n=363）

過多 過少 過多 過少
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＜図表10＞資金需要見通しの前年比較（運転資金）

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品

木材・木製品

そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

全　　産　　業

製　　造　　業

食　料　品
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そ　の　他

非　製　造　業

建　設　業

卸　売　業

小　売　業

運　輸　業

ホテル・旅館業

そ　の　他

鉄鋼・金属・機械

＜図表11＞資金需要見通しの前年比較（設備資金）
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6 82 12
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11 73 16
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8 76 16

7 84 9
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1
増加
2 不変 74 1

減少
4

11 75 14

5 82 13

11 78 11

6 76 18

30 60 10

13 72 15

11 79 10

10 72 18

9 82 9

12 60 28

44 50 6

11 70 19

7 不変 72 21

11 67 22

8 60 32

20 60 20

11 78 11

11 62 27

5 75 20

5 84 11

4 78 18

9 73 18

4 72 24

44 56

8 70 22

△14
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△24

0

0

△16

△15

△ 6
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△ 9
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△56
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△14
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△13
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9 不変 70 21

13 65 22

11 59 30

26 61 13

9 76 15

16 57 27

7 72 21

5 82 13

5 71 24

11 69 20

4 68 28

19 49 32

9 65 26

2021/1～3見通し（n=366） 2021/4～6見通し（n=361）

2021/1～3見通し（n=347） 2021/4～6見通し（n=347）

※四捨五入の関係から合計が１００とならない場合がある。

増加 減少 増加 減少
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人手不足
売上不振
諸経費の増加
過当競争
人件費増加
原材料価格上昇

＜図表１２＞当面する問題点（上位項目）の要点（複数回答）

項目 前期比 要 点

�売上不振（５１％） △６ 木材・木製品製造業（６７％）で２４ポイント、小売業（４０％）で１７ポイ
ント低下。小売業では前回１位から２位に低下。

�人手不足（４４％） ＋２ 建設業（７２％）と小売業（４２％）で１位。５業種で前回から上昇。

�人件費増加（２９％） ＋３ 食料品製造業（３７％）と建設業（３８％）で２位。小売業（２９％）で１５
ポイント上昇。

�諸経費の増加（２７％） △２ 横ばい圏内の動き。

�原材料価格上昇（２３％） ＋１ 食料品製造業（２９％）で１６ポイント低下。一方、鉄鋼・金属製品・機械
製造業（４５％）では２１ポイント上昇し、当面する問題点の１位に浮上。

�過当競争（２１％） ＋０ 業種によりばらつきがみられる。

＜図表１３＞当面する問題点（上位項目）の推移（複数回答）

（複数回答）

定例調査
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調査の目的と対象：アンケート方式による道内企業の経営動向把握。
調査方法：調査票を配布し、郵送または電子メールにより回収。
調査内容：第７９回定例調査（２０２０年１０～１２月期実績、２０２１年１～３月期見通し）
回答期間：２０２０年１１月下旬～１２月中旬
本文中の略称
A 増加（好転）企業：前年同期に比べ良いとみる企業
B 不変企業：前年同期に比べ変わらないとみる企業
C 減少（悪化）企業：前年同期に比べ悪いとみる企業
D ＤＩ：「増加企業の割合」－「減少企業の割合」
E ｎ（number）＝有効回答数

（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館業

その他の
非製造業

�売上不振
① ① ① ① ② ① ① ① ② ① ① ②
５１ ５８ ６３ ６７ ４２ ６５ ４８ ２８ ６２ ４０ ５６ ９４ ５０
（５７）（６４）（６１）（９１）（４７）（６８）（５４）（２９）（７２）（５７）（５６）（９５）（４９）

�人手不足
② ③ ② ② ③ ① ① ② ① ② ③ ①
４４ ３４ ３７ ３３ ３６ ２５ ４８ ７２ ３０ ４２ ４４ ３１ ５３
（４２）（３２）（３２）（１４）（５０）（２１）（４６）（７８）（２７）（３４）（５２）（１０）（４４）

�人件費増加
③ ② ② ③ ② ③ ③
２９ ２４ ３７ １１ １２ ３０ ３１ ３８ ２５ ２９ ３２ ２５ ３４
（２６）（２２）（３２）（１８）（１２）（２６）（２８）（４１）（２５）（１４）（２６）（１９）（２７）

�諸経費の増加
③ ③ ③

２７ ２８ ３２ ２２ ３０ ２０ ２７ ３３ ２８ ２４ ３２ ６ ２１
（２９）（３０）（３９）（２３）（２９）（２６）（２９）（３５）（３３）（２３）（３３）（１９）（１８）

�原材料価格上昇
② ② ① ②

２３ ３５ ２９ ３３ ４５ ３０ １８ １９ ２６ ２０ ２４ ６ ０
（２２）（３２）（４５）（２７）（２４）（３２）（１９）（１６）（２５）（２３）（３０）（１４）（４）

�過当競争
② ③ ③ ③

２１ １９ １１ ２２ ２１ ３０ ２２ １４ ２８ ３８ ４ ３１ １３
（２１）（１４）（１３）（１４）（１２）（２１）（２３）（１８）（２５）（４８）（１１）（２４）（１１）

�販売価格低下 １２ １１ ０ ２８ ９ ２０ １２ ３ １８ １３ ８ ２５ １３
（１２）（１７）（１０）（４５）（６）（１６）（１０）（３）（１３）（２０）（０）（２４）（４）

	設備不足 ９ １９ ２４ ６ １８ ２５ ４ １ ５ ０ ０ １３ １１
（７）（１３）（１３）（５）（１２）（２６）（４）（３）（３）（－）（７）（１４）（７）


資金調達
②

８ １０ １６ ６ ３ １５ ７ ０ ３ ７ １６ ３８ ５
（８）（７）（１０）（－）（９）（５）（８）（１）（６）（５）（２２）（３８）（４）

�価格引き下げ要請 ７ ６ ５ ６ ６ ５ ７ ４ １８ ４ ０ ０ ８
（６）（８）（６）（９）（９）（１１）（５）（４）（９）（－）（－）（－）（９）

�代金回収悪化 １ ０ ０ ０ ０ ０ １ １ ３ ０ ０ ０ ０
（３）（－）（－）（－）（－）（－）（４）（３）（４）（５）（－）（－）（７）

その他 ７ ６ ５ ０ ６ １０ ７ ６ ８ ７ ４ １３ ８
（６）（３）（３）（５）（３）（－）（７）（５）（９）（９）（４）（１０）（７）

＜図表１４＞当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

調 査 要 項

企業数 構成比 地 域
全 道 ３６８ １００．０％
札幌市 １４１ ３８．３ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ７５ ２０．４
道 南 ３６ ９．８ 渡島・檜山の各地域
道 北 ５５ １４．９ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ６１ １６．６ 釧路・十勝・根室・オホーツクの各地域

地域別回答企業社数

調査
企業数

回答
企業数 回答率

全 産 業 ６８５ ３６８ ５３．７％
製 造 業 １９３ １１１ ５７．５
食 料 品 ６８ ３８ ５５．９
木 材 ・ 木 製 品 ３１ １８ ５８．１
鉄鋼・金属製品・機械 ５９ ３５ ５９．３
そ の 他 の 製 造 業 ３５ ２０ ５７．１
非 製 造 業 ４９２ ２５７ ５２．２
建 設 業 １３９ ７０ ５０．４
卸 売 業 １０１ ６１ ６０．４
小 売 業 ８７ ４７ ５４．０
運 輸 業 ５１ ２５ ４９．０
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３５ １６ ４５．７
その他の非製造業 ７９ ３８ ４８．１

業種別回答状況
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今回の調査では、道内企業の業況は２期連続の持ち直しとなったものの、水準は依然とし

て厳しい状況が続く結果となりました。コロナ禍による需要の変化に対し、企業は新たな市

場の開拓や、デジタルを活用した営業手法など、ビジネスモデルの見直しにより、苦境を乗

り切ろうとしています。

以下で、企業から寄せられた生の声を紹介します。

１．食料品製造業

２．木材・木製品製造業

３．鉄鋼・金属製品・機械製造業

４．その他の製造業

＜食料品製造業＞ 売上の主幹である食品

スーパーは好調だが、コロナ禍で売れ筋も変

わり、伸長率ほどの売上向上には至っていな

い。百貨店部門は、コロナ禍でも集客力があ

る店舗への新規出店が必要な時期に来ている

と考える。

＜食料品製造業＞ GoToキャンペ－ンの効

果で観光客が増加してきており、製造出荷も

順調に推移している。今後は、巣ごもり需要

を見越した製品の需要拡大に期待して製造を

増やしていく予定。

＜製菓業＞ 今期はコロナ禍によりインバウ

ンドの売上が大きく減少した。スーパー・コ

ンビニへの営業を強化し、観光土産に頼らな

い体制をとっている。

＜製材業＞ 使用する原木の種類を増やし、

原料集荷の容易化と仕入価格の抑制に取り組

んでいる。工場毎に合った生産工程の設定に

より、能率と歩留まりを向上しコストの削減

を図る。

＜木製品製造業＞ 非接触型の営業方法（オ

ンライン展示会・セミナー・EC・バーチャル

ショップなど）を展開し、売上に繋げた。今

後もDXを推進しながらオンラインを最大限

に活用した営業手法を考え、取り組んでいく。

＜鉄鋼業＞ 販売価格に下落傾向が見られ

る。直近の仕事が業界全体で不足しており、

また素材メーカーが仕入価格を値上基調のた

め、より利益が減る構造になってきている。

今後は、人員の高齢化を見据えて若手の採用

を増やす。

＜金属製品製造業＞ 原材料の高騰が懸念さ

れる。

＜機械器具製造業＞ 自動車の電動化が政府

主導で進むことが予想され、売上は縮小傾

向。今後主力製品の切り替えが必須である。

＜コンクリート製品製造業＞ 北海道新幹線

工事による需要増加によって、輸送力が不足

している。今後は原材料の確保が重要であ

る。

＜印刷業＞ コロナの感染拡大で再び仕事が

減少気味。首都圏では過当競争も起き、価格

が低下気味である。人との接触を避けながら

安定した受注・売上活動ができる方法

（SNS）の利用も視野に入れて検討中。

経営のポイント

ビジネスモデルの見直しにより、苦境乗り切りを模索
〈企業の生の声〉
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５．建設業

６．卸売業

７．小売業

＜建設業＞ 公共工事における補正予算や来

年度の予算が見えてこないため、見通しが立

たない。

＜建設業＞ 売上・利益共に昨年より減少で

推移しているが、コロナの影響は今のところ

なし。民間工事ではコロナの影響を受けてい

ない発注者を中心に営業展開していく。

＜電気工事業＞ 売上に比例する経費以外の

費用が上昇傾向にある。車両のリースも４～

５年前から比べると２０～３０％上がっている。

車両入替のタイミング、必要性の再確認な

ど、設備投資の見直しを図る。

＜住宅建築業＞ モデルハウス開催時にコロ

ナ対応で人数制限をするため、今後の受注へ

の影響が問題である。対策としてIT技術の導

入を検討しているが自社職員だけでは難し

く、コスト増からも十分な比較検討が必要。

＜管工事業＞ コロナ禍により次年度以後の

設備投資は減少すると見込む。受注競争の激

化により、販売単価の引き下げがあると厳し

い。働き方改革や職人不足による下請コスト

等も年々増加傾向にあるが、人材を育て会社

の基盤を強化しておくことは必要である。

＜ビニール製品卸売業＞ 従来BtoBが主

だったが、楽天ショップ、郵便局のふるさと

小包の開始などで、BtoCにも販路を広げて

いる。始めたばかりでまだ売上は少ないが、

今後が楽しみである。

＜建材卸売業＞ 売上はまずまずだが、利益

率の低下が目立つ。この先６０～７０代の職人た

ちの引退に伴って人手不足の問題が出てく

る。先手先手で動いて準備するしかなく、人

件費は一時的に膨らむ。

＜食料品卸売業＞ 巣ごもりの影響による小

売業の販売増加を受け増収。但し、業務用向

け商材の販売不振は深刻である。当面コロナ

禍の状況を静観すると共に、衛生管理を徹底

しての事業活動を推進する。

＜食料品卸売業＞ 従来の営業手法では売上

確保が難しくなった。非対面で商品やサービ

スの付加価値を伝える難しさに直面してい

る。リモート化することが営業面の対応策と

考えられるが、新たな工夫が必要と考える

と、実情は更なるコロナ対策の世の変革に期

待せざるを得ない。

＜作業用品店＞ オープンした新店舗が、新

たな客層を掴み一定の成果を上げている。全

体として冬物の滑り出しは好調だったが、こ

こへきて暖冬と少雪で苦戦している。新店舗

は、まだ試行錯誤の段階であり、今後様々な

改善を加えていく。また、掴んだ新たな知見

を全体の改善に繋げていく。

＜事務用品小売業＞ 年初からの商談によ

り、来年上期までの業績は良好の見込みだ

が、それ以降は不透明。コロナ禍により、テ

レワークも含めDXはさらに加速していくと

思われ、その点に対する当社の強みを生かし

た営業戦略を進めている。

経営のポイント

― １６ ―ほくよう調査レポート ２０２１年２月号
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８．運輸業

９．宿泊業

１０．その他非製造業

＜タイヤ販売店＞ １１月は販売・利益ともに

良かったが、これからは読みづらい月になっ

ていくと思う。コロナの影響が他の業種にも

出ているので売掛先に注意をして１２月に向

かっていきたいと思う。

＜燃料小売業＞ 一部燃料のタクシー向けが

４～９月の累計で前年度比７０％まで下がって

いる。今後の新型コロナウイルスの影響がい

つまで続くのかが問題である。

＜運輸業＞ コロナ禍で製造業の生産が伸び

悩み、本州からの物流が減少し売上にも影響

が出ている。

＜バス会社＞ 新型コロナウイルス感染症感

染拡大の影響で、乗合バス・貸切バス共に利

用者減少により大幅な減収となっており、営

業損益も大幅な赤字となっている。

＜都市ホテル＞ １０月実績の客室単価は伸び

悩んだものの、GoToトラベルの効果から客

室稼動は７割迄回復した。苦戦が続く食堂で

は通販用に冷凍パン並びにミールキットを開

発販売し、宴会では密の生じない「フォト

ウェディング」「Web会議」商品を造成。特に

利用急増のWeb会議用として既存回線に加え

専用高速回線を増設対応している。

＜観光ホテル＞ GoToトラベルの効果で７

月以降売上は回復して来ており、１０月には昨

年の７５％まで戻ったが、北海道での警戒ス

テージが上がって以来キャンセル数が新規予

約を上回っている。この冬インバウンド客は

見込めず北海道の観光業界は大変厳しくなる

ので、コスト削減に注力しキャッシュアウト

を少しでも減らして春を待つ。

＜警備業＞ コロナ禍による各種イベント減

少に伴い警備需要が低下。コロナ商材（消毒

液・サーモカメラ）の販売により売上の補完

を図る。

＜美容業＞ 顧客の来店サイクルが延びてお

り、収益源の店頭売上が９０％前後になってい

る。全体の売上は、巣ごもり需要によるEC

部門の好調から前年を大きく上回る予定。収

益面は、店頭売上の確保が重要だが、コロナ

の状況次第となる。

＜建設コンサルタント＞ コロナ禍の影響は

小さく、売上・利益は比較的落ち着いてい

る。人員は過剰感があるが、若手・中堅層が

不足しているので、うまく調整しなければ技

術力の低下を招く。求人市場は改善されてき

たが、経験者が少なくミスマッチが多発して

いる。

経営のポイント

― １７ ― ほくよう調査レポート ２０２１年２月号
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― １８ ―ほくよう調査レポート ２０２１年２月号

原点は、十勝の酪農家のニーズに応えたい

／真に“今”がターニングポイント

２０１３年に会社設立。「世界の農業の頭脳を創る」を理念に、「Internet of Animals」の世界を実現す

るため、センシング技術の開発や人工知能の活用などに取り組む農業IoTソリューションカンパ

ニー。今回は、先端技術で酪農・畜産の生産性向上と効率化を推進する同社の取組や経営哲学、酪

農・畜産業への想いなどについて代表取締役にお伺いしました。

しもむら えい じ

代表取締役 下村 瑛史 氏

札幌市出身。中央大学卒業後、広告関連企業を経

て２０１４年に入社。北海道エリアのセールスマネー

ジャー、取締役専務執行役員を経て、２０年９月１

日に代表取締役就任。

同社は、１９年に第５回「日本ベンチャー大賞・農

林水産大臣賞」、２０年に第８回「ものづくり日本

大賞・内閣総理大臣賞」を受賞。

会社概要
企業名：株式会社ファームノート

住 所：帯広市公園東町１‐３‐１４

ＴＥＬ：０１５５‐６７‐６９１１

E-mail：info@farmnote.jp

設 立：２０１３年１１月

事業内容：農業IoTソリューションの開発

・提供

支社等：３カ所（東京、札幌、鹿児島県霧島市）

グループ会社：３社／㈱ファームノートホー

ルディングス、㈱スカイアーク、㈱ファーム

ノートデーリィプラットフォーム

従業員数：６５名（２０年１１月末現在）

資本金：９，０００万円

―最初に法人設立の経緯、ご苦労された点などに

ついてお聞かせください―

代表取締役：創業者（前代表）の小林晋也氏（１）

は、もともとシステム会社「スカイアーク」を経

営していましたが、帯広の生産者から「酪農・畜

産の管理システム」構築の要望を受け、それが当

社設立のきっかけとなっています。

ちょうどTPPが話題になっていた頃の話で、同

氏は“ピンチはチャンス”、“十勝農業の進化には

情報のコントロールが重要”と考え、当社を立ち

上げています。

一方、私はもともとITベンチャーや広告関連企

業で働いており、小林氏とは旧知の間柄で入社の

お誘いを頂きました。ただ、私は酪農・畜産業に

は素人で、まず十勝や北海道の生産規模の大きさ

に驚きました。そして、入社前に幾つかの牧場を

訪ねてみて、経営者の皆様の強い情熱と危機感に

心を突き動かされ、会社設立の翌年・２０１４年に入

社しています。

入社後も３ヶ月間、牧場研修をさせて頂き、そ

の間に多くの牧場を訪れ、現場の生の情報や漂う

空気を肌で感じ、何をなすべきかを直感的に理解

しました。牧場には牛に関する様々なデータがあ

るが紙ベースであり、とても経営全体を把握でき

ないと感じ、牛の管理システムの必要性を改めて

実感しました。

道内企業訪問

トップに聞く⑭ 株式会社ファームノート
代表取締役 下村 瑛史 氏

（１）小林晋也氏は、㈱ファームノートホールディングス代表取締役兼㈱ファームノートデーリィプラット
フォーム代表取締役に就任。
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道内企業訪問

― １９ ― ほくよう調査レポート ２０２１年２月号

会社の方針に“現場に行こう”ということもあ

り、私は“現地現場”の考え方を徹底し、当社の

熱狂的なファンをつくることが、生産者にとって

も当社にとっても大切だと実感。

約１千軒にも及ぶ牧場を巡り、その中で生産や

経営に関する課題を自分の中にインストールして

いきました。営業というより、フラットな状態で

現場を訪れて、目に見える、見えない課題を五感

で感じ取り、我々の製品やサービスにフィード

バックさせるよう努めました。

利用者にとって使いやすいシステムの開発は当

然ですが、経営者の皆様との信頼関係の構築が最

も大切です。何故なら、商品である「Farmnote」

はアップデートが必要なシステムであり、現場の

意見が何よりも重要となるからです。「Farmnote」

は、牛の頭数や餌、病気や治療の記録、種付け履

歴などの情報を一括管理する「クラウド牛群管理

システム」です。

時系列に牛１頭ごとの一生が記録され、これで

繁殖予定などが管理しやすくなります。

続いて開発したのが「Farmnote Color」です
くび

が、牛の頸にウェアラブル（２）端末（IoTセンサー）

を装着し、牛の行動を加速度センサーで計測し、

発情の兆候や疾病疑いなどを検知します。

この端末の開発には苦労しました。牛に装着す

る場所やベルトの硬さ、データを送る頻度など全

てが試行錯誤となり、開発に当たっては他社や

（公財）とかち財団のご協力を頂いています。

牛の飼養方法には、「繋ぎ飼い牛舎」や「放し

飼い牛舎」などがありますが、「繋ぎ飼い牛舎」

ではあまり牛は動けないわけで、微細な動きを解

析して発情を検知できるよう、独自のアルゴリズ

ムなども開発しています。

こちらもアップデートを重ねて、発情検知率を

向上させており、日々の進化が我々の仕事と言っ

ても良いと思います。

☆左：Farmnote／クラウド牛群管理システム，右：Farmnote Color／牛頸に装着するウェアラブルデバイス

（２）ウェアラブルとは、「身に付けられる」という意味で、装着型のIoT機器やコンピュータのことを指す。人の
場合では心拍数や体温、歩数などが計測できる腕時計型などがある。
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道内企業訪問

― ２０ ―ほくよう調査レポート ２０２１年２月号

「Farmnote」を支える４つの強み

／サービス機能を使い尽くすための工夫

―会社設立後のターニングポイントについてお伺

いします―

代表取締役：経営面では幾つかの企業様など、外

部からの資金調達ができたことが大きいです。ま

た、２０１６年には当社の「Farmnote」がグッドデザ

イン賞を受賞し、以降、当社は、「日本ベンチャー

大賞・農林水産大臣賞」、「ものづくり日本大賞・

内閣総理大臣賞」などを受賞しています。そうし

た受賞については特段意識をしていませんでした

が、当社の一つの通過点としてとても有難いこと

です。受賞により認知度のアップとともに、様々

な方々とのつながりが広がったと考えています。

お陰様で、「Farmnote」は約４，５００の生産者の皆

様にご利用を頂いており、利用頭数（乳用牛・肉

用牛）では、国内登録頭数の１割超に当たる４３万

３千頭（２０年１１月末現在）となっています。

しかし、本当の意味でのターニングポイント

は、真に“今”であると考えています。それは、

ウェアラブルやICT（３）がようやく受け入れられる

時代になったということです。牛の万歩計のよう

なセンサー技術は１０～１５年前から既にあり、生産

者は“装着する”“装着しない”の二者択一でした

が、現在は“どこの製品を利用するか”という市

場の成熟性が生まれつつあります。

当社の製品・サービスは、既にあった仕組みを

現在の先進技術で再構築するとともに、クラウド

を利用することで膨大なデータを蓄積・活用する

ものです。分娩記録に関しても３６５日、時間単位

で細かく牛の状態を把握できます。

自社製品で分娩前後の個体データを大量に集め

て分析し、分娩兆候のアルゴリズムを構築。２０２１

年から「Farmnote Color」に分娩検知機能を追加

してご提供する予定です。これにより年間約５００

時間の分娩見回り労務が約８０％削減されることを

期待しています。

つまり、現地に出かけなくても沢山のデータが

あれば、目的に合せて集めて分析し、新しい製

品、機能としてお客様にフィードバックできる時

代となりました。そういう環境の中で、当社の力

量が問われているということです。

―製品・サービスの特徴や、事業展開で重視され

ていることについてお聞かせください―

代表取締役：当社が開発した「Farmnote」の強み

は、①安定したシステム稼働と堅牢なセキュリ

ティ、②マルチユーザー仕様で複数人の方々で利

用できること、③月数回のアップデートで常に最

新の状態、④個体情報はクラウドに一括登録でき

ることなどです。こうした機能・強みは、自社だ

けではなくユーザーの皆様との協働により生み出

されたものと考えています。

一方、事業運営の特徴は、製品やサービスを

「常にアップデート」することですが、利用者の

皆様が、その内容を理解し安心して使いこなして

頂くことが何よりも大切と考えています。

このため、購入以前にお試しをする機会を提供

しているほか、多くの利用者の生の声を当社の

ホームページ上でご紹介しています。

☆ Farmnote Colorお試し利用案内動画

また、皆様に使いこなして頂くため、活用講座

などの情報提供や、生産者が時間をとれそうな夜

間での相談会等も実施して双方向での情報交換に

（３）ICT（Informatiom and Communication Technology）とは、通信技術を活用したコミュニケーションのこと
で、ICT活用のシステム、サービスの普及で新たなイノベーションが期待されている。
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道内企業訪問

― ２１ ― ほくよう調査レポート ２０２１年２月号

３つのバリューで人材育成

／個のライフスタイルが実現できる働き方

取り組んでいます。このほかにも、外部の識者に

よる酪農・畜産講座などをオンデマンド発信し、

ユーザーにとって有益と思われる幅広い情報の提

供・共有に力を入れています。

生産者の皆様の中には製品を導入するだけで経

営が改善すると思われる方もいらっしゃいます

が、そういう期待を一度ゼロベースにして頂き、

当社は経営改善の伴走者として、徹底的にサービ

スを提供するというスタイルです。

そのため、人件費などの対応コストも結構かか

り料金に反映させておりますが、皆様のご理解も

頂いているようで、ユーザーの継続率は非常に高

くなっています。

☆ Farmnote 活用講座（応用編）

☆ 製品利用に関するオンライン相談会

☆ オンデマンドによる情報発信

―人材不足の中、人材確保や育成にどのように対

応されているのか、お伺いします―

代表取締役：当社では、エンジニア系の職員をは

じめ、獣医師やセールス、カスタマーサポートの

職員など、様々な職種の人材を採用しています。

新人の皆さんには、まず、半年間の研修・OJT期

間を通じて複数の業務を体験して頂き、会社や仕

事についての理解を深めて頂きます。また、牧場

研修が慣例となっていますが、これにより現場の

空気、課題を体感でき、生産者の皆様への感謝の

気持ちも生まれます。

当社では、「Be Connected（つながりを大事

に）」「Bold（大胆に）」「Professional（プロ意識を

もって）」という３つのバリュー（価値）を掲

げ、地球の豊かさに貢献したいと考えています。

次世代の自然や環境、生命、人類が豊かに持続

する世界を革新的な技術で創りあげたいというこ

とです。そういう人材に育って頂けるよう、メン

バーが話したいことを上司が徹底的に聞く「１対

１」面談や、「社長面談」、３つのバリューを体現

した人をグループ全体で表彰する「四半期表彰」

を通じて、“個人の成長”を後押しする取組に力

を入れています。

心理学などで“コンフォートゾーン（快適な空

間）”という概念がありますが、そのゾーンに温

存していると成長ができないと考えています。

我々の目指すところは果てしないものの、一つ一

つ壁を乗り越え、個人も事業も成長していこうと

いうことです。

―北海道では若い世代の方の道外流出が課題と

なっていますが、どのようにお考えですか―

代表取締役：２年前、フィンランドに視察に行く

機会がありましたが、同国では酪農の労働生産性

が日本と比べて５倍位高いそうです。ロボット搾

乳機や牛舎の構造など様々な要因があると思いま
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― ２２ ―ほくよう調査レポート ２０２１年２月号

自分の目で地域経済の循環を見つめ直す

／目的を明確にして“つながる”ことが重要

すが、日本との大きな違いは“仕事場から解放さ

れている”ことだと思います。

単に労働時間の短縮を志向するだけではなく、

趣味の時間を謳歌したい、家族との一緒の時間を

増やしたいなど、自分のライフスタイルの実現が

仕事の大きなモチベーションになっています。働

いている皆さんの幸せそうな顔がとても印象的で

した。

ひるがえって、日本では仕事優先の感覚が残っ

ており、本道では若い方の人材流出がある一方、

海外からの労働力に頼らざるを得ない状況も見ら

れます。

働き方改革が叫ばれていますが、欧米人のよう

に自分の理想の人生を起点として、ブレイクダウ

ンして働き方を考えるようになれば、変わって行

くのではないでしょうか。

当社では、センサーやアプリケーションを通じ

て生産者の皆様の労働生産性の向上をサポートし

ていますが、さらにフィンランドのように生産者

も従業員も個々人が求める多様なライフスタイル

の実現を応援できるように、努力していきたいと

考えています。

また、そうした考え方のもと、その地域に住む

人たちが、効率よく働ける環境を築き上げ、人材

をマッチングしていく努力を続けて行くことが大

切なのではないでしょうか。

―道内のIT・ものづくり企業等の発展に向けた

メッセージについて、お伺いします―

代表取締役：当社の製品・サービスのファースト

ユーザーは、感度が高く先進的な若い生産者の皆

様でした。皆さんの声に励まされる中で、当社社

員が一丸となって生産者の近くで寄り添いながら

現場の生の声・ニーズを吸収することにより、ア

ウトプットとしての製品提供、サービスのアップ

デートが可能となっています。

今後も様々な新しい技術、システムなどが開

発・導入されていくものと考えますが、同時にこ

うした人と人との共感やつながり、共同・協働と

いう感覚がさらに大切になっていくのではないか

と思います。

☆ ファームノートサミット２０１９

～Rebuild～

ファームノート主催、日本最大級のフード

＆アグリカンファレンスイベント。

どこの地域にも文化があり、そこに根付いた産

業やコミュニティによって、経済が循環している

現実を見つめ直し、仕事や暮らしを含めた地域の

持続性といったことに対し、我々はこれまで以上

に意識することが必要になるのではないかと感じ

ています。

一方、今後も進むであろうDX（４）化は、あくま

でも手段・ツールであり、経営者の皆様がどうい

う企業をめざすのか、DX化で何をしたいのか、

社会や地域との関わりをどうしたいのかというこ

とを明確にしなければ、その効果は限られたもの

になるのではないかと考えています。

同様に、異業種や大学・研究機関等との連携も

一つの手段です。しっかりとした目的を立てて共

有しなければ、大きな成果は難しいと思います。

目的を明確にすることが大切であり、その実現に

向けた手段はネットで探せば見つかる時代です。

（４）DX（Digital Transformation）とは、デジタル技術の浸透で生活を良くすることであり、デジタル化時代に対
応するための企業変革という意味合いで使われることも多い。なお、TransをXと略して表記されている。
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― ２３ ― ほくよう調査レポート ２０２１年２月号

将来に向けて現取組を否定し、“リメイク”

／人に良い影響を与えられる経営者へ

また、企業だけではなく、個人の場合でもプロ

となる技術・能力を２つ持っていれば、優位性が

生まれます。例えば、パソコン技術と農業の知識

であれば、そこから新しい農業技術や経営が生ま

れる可能性が生じるということです。

当社も、IoTと酪農・畜産業の２つのプロと

なって優位性を獲得したいと考えています。

―会社の将来像や社長の夢などについて、お聞か

せください―

代表取締役：新型コロナ禍で、北海道の経済や農

業の行く末には不透明感が漂っており、当社とし

ては製品やサービスを通じて生産者の皆様が次の

時代にどう立ち向かうかを考えるサポートを、

日々磨き上げ提供していくことが基本となります。

しかし、将来に向けて今までの取組を一度否定

しようと考えています。センサーやアプリから離

れ、もっと根幹から酪農・畜産業に係わる仕掛け

を構築するということです。

そのため、昨年、グループ会社として酪農生産

のDX化を実現した自社牧場「ファームノート

デーリィプラットフォーム」（５）を設立しました。

この牧場では、当社の製品はもとより、畜舎レイ

アウトにフィンランドの４dBarn（フォーディ

バーン）社の設計思想を取り入れています。従来

の畜舎では家畜の快適性が優先されていました

が、この牛舎は自動搾乳ロボットを中心に、

「人」にも「牛」にも配慮された動線となってい

ることが特徴です。

牧場では、酪農業での従業員一人当たりの生産

性を３倍に高めることや、IoT・AI技術活用で高

度なオペレーションの実現、低コストな牛舎のリ

ノベーション、環境負荷の軽減、動物の快適性を

追求することとしています。

また、生産物（生乳）の付加価値向上にもチャ

レンジしたいと考えています。

当社としては、この牧場から新しい“驚き”を

次々と生み出し、次の時代に向けた酪農・畜産業

の構築に貢献したいと考えています。

☆ファームノートデーリィプラットフォーム（中標津町）

デラバル社製搾乳ロボット 人と牛の動線を最適化
するゲート

私個人に関していえば、昨年９月にサラリーマ

ンから経営者に転身したことで、これまでとは見

える風景、感じることが一転しました。

イメージ的には、“安心感のない世界にいる。”

というのが率直な感想です。

お客様や従業員、事業運営のことを常に考える

のはもちろんですが、当社の経営理念「世界の農

業の頭脳を創る」という言葉に責任を持って取り

組みたい。

そのためには、私自身が、経営者として人とし

て器の大きな人間となり、様々な人に良い影響を

与えることができるよう、努力・飛躍させること

が必要と考えています。

（田邊 隆久）

（５）「ファームノートデーリィプラットフォーム」の概要／生産規模：搾乳牛１１０頭、全飼養頭数１７０頭、飼養形
態：搾乳ロボット、フリーストール・フリーバーン併用、なお、牧場の視察は可能であり、申込みは同社
SNS等を参照願います。
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― ２４ ―ほくよう調査レポート ２０２１年２月号

� はじめに

２０２０年は歴史の転換点として現代史に記録される年になりました。新型コロナ感染症、２０２０年

東京オリンピック開催延期、そしてリーマンショックを上回る世界経済危機が同時に起こるとい

うことは誰も予想できなかったことです。今そこにある危機に取り組まねばならないというのは

もちろん大切ですが、この状況下だからこそ、私は長期的な視点で北海道、日本、そして世界の

未来を考えることが重要だと考えます。

２０１６年に策定された第５次科学技術基本計画で、最重要キーワードとして取り上げられたのが

「超スマート社会」とその英語表記であるSociety５．０です。計画本文では超スマート社会を「必要

なもの・サービスを、必要な人に、必要な時に、必要なだけ提供し、社会の様々なニーズにきめ

細かに対応でき、あらゆる人が質の高いサービスを受けられ、年齢、性別、地域、言語といった

様々な違いを乗り越え、活き活きと快適に暮らすことのできる社会」としています。それは情報

技術（IT）が社会の隅々まで浸透して初めて実現できることです。その過程で起こる社会の仕組

みの変化がデジタルトランスフォーメーション、俗にいうDXなのです。今、私たちはその渦中

にあります。

一方で、ソサエティ５．０とは何かと問われても、それはこれですと明快に答えることはできま

せん。工業社会は１８世紀に始まる産業革命（Industrial Revolution）によって実現されたというの

が歴史の定説ですが、その産業革命という用語は１９世紀半ばまで存在しなかったそうです。当時

産業革命をけん引していた技術者、事業家は自分たちがまさか世界を変えているとは思ってな

かったでしょう。ソサエティ５．０は後世の歴史家が「２０２０年がソサエティ５．０への転換点だった」

と書物に記して初めて定着することだと思います。しかし、この先の社会システムを支える基本

インフラが情報技術であるということは間違いないでしょう。歴史はソサエティ５．０に向かって

流れているということを前提に北海道の未来を考えるべきだと思います。

� インフラの逆転

デジタルトランスフォーメーション（DX）が流行語になっています。DXは社会をデジタルシ

ステムで革新することと説明されるのですが、そんなことは２０世紀から普通に起こっていること

です。テレビも音楽配信もとうの昔にデジタルになっていますし、パソコンなしで文書が作れな

くなっています。しかし、誰もそれをDXとは言いませんでした。なぜ今、改めてDXなのでしょ

うか。

私は、今起こっている最大の変化は社会の基本インフラの逆転なのだと考えています。２０世紀

まで国家のインフラといえば上下水道、物流、エネルギー、そして通信でした。その上に産業や

生活が乗っているわけです。しかし、今ではネットワークとコンピュータがなければそういった

インフラは機能しないし、産業や生活も機能停止してしまいます。国際社会全体が取り組む脱炭

北海道のデジタルトランスフォーメーション

寄稿

北海道大学 産学・地域協働推進機構
特任教授 山本 強
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― ２５ ― ほくよう調査レポート ２０２１年２月号

素社会も、太陽や風力といった再生可能エネルギーとして発電された電力を送配電網に還流する

仕組みが必要です。そういう電力グリッド制御の技術的根拠はやはりITです。

ワープロやデジタルテレビは文書や映像のデジタル化という技術革新ですが、文書や映像その

ものの役割が変わったわけではありません。イタリア料理のピザで例えると、ピザの作り方や生

地は従来通りですが、新しいトッピングとしてITが登場して魅力的な新しいピザができたという

のが多くの日本的デジタル化です。少し前に「人は外見が９割」というタイトルの書籍がベスト

セラーになったのですが、このタイトルは日本人のIT化に対する見方と妙に整合していると思い

ます。

一方で、米国で起こったIT革命はトッピングではなくインフラの逆転の形で進んでいました。

２１世紀に入ってGAFA（Google, Amazon, Facebook, Apple）と称されるプラットフォーマー型の

巨大企業が台頭します。GAFAは、ネットワークとコンピュータで構成される情報インフラが社

会の最重要インフラになるというビジョンのもとで、短期間にITサービス基盤をビジネスとして

具体化しました。それから２０年経った今、２０２０年５月の時点でGAFAとマイクロソフト社の５社

の株価時価総額合計（当時の評価額で約５６０兆円）が、日本の東証１部上場企業２１０社全体の時価

総額（５５０兆円）を上回るという状況になっています。

流通分野のイノベータの代表であるAmazonは書籍の電子商取引から始まったのですが、電子

商取引を単なる通販の電子化とは考えず、流通システム全体をITで作り直すことで電子商取引の

国際的主導権を握ることに成功します。今ではAmazonはAWS（Amazon Web Services）というIT

プラットフォームを提供する企業になっています。その結果、今では日本の大学や行政機関のIT

サービスを受注し、日本のITインフラの一翼を担うまでになりました。一方、日本でもAmazon

と同時期にたくさんのECサイトが立ち上がっていたのですが、その多くは消え去ったか、国内

向けのECサイトのままなのです。この２０年間、日米のIT企業で何が違っていたのかが気になる

ところです。

� 北海道はDXできるか

鈴木直道知事が良く使うフレーズに「ピンチをチャンスに」があります。ここでいうピンチ

は、今北海道が抱える大きな課題のことです。北海道の課題を解決するためにITを活用するとい

うのは誰でも考えることです。もちろん、今そこにある課題に対する対応は必要なことですが、

それだけやっていればソサエティ５．０の段階になると考えるのは甘いと思うのです。課題を一つ

一つ解決していった先に私たちが望む未来があるとも限りません。北海道的課題として、誰もが

悩む「除雪」があります。誰だって自治体にしっかり除雪してほしいのですが、雪が降らない地

方は日本にたくさんあります。除雪問題が解決しても雪が降らない地域と同じスタートラインに

立っただけなのです。なぜこんなに雪が降って困っている北海道に私たちは住み続けたいのか、

その根っこにある魅力は何かに本質があると思います。北海道の魅力の代表は食と観光と言われ

ます。ここから、北海道のDXを考えてみましょう。

北海道の「食」で特に評価が高いのは良質な食材と鮮度です。それを世界中に広めるために、

ｏ．２９５（カラー）　ＩＣＳ　１７５線／本文　※柱に注意！　柱「ほくよう」に変更／０２４～０２９　寄稿（山本）  2021.01.18 10.35.41  Page 25 



寄稿

― ２６ ―ほくよう調査レポート ２０２１年２月号

インターネットで情報発信というシナリオは誰でも考えます。それも可能性はあるのですが、こ

の発想は食材に情報をトッピングしたという構造、つまり２０世紀型ではないでしょうか。つまり

食ビジネスの本質は変わらず、情報を活用して状況を改善しようという作戦です。

では、今そこにある農業の課題を解決するという戦略はどうでしょう。目下の農業の課題に少

子高齢化で農業生産者が少なくなり、大規模経営が困難ということがあります。DXで農作業の

ロボット化、自動化を進め、高齢者でも営農ができるようにするという戦略もあります。合理化

で生産コストを削減し、市場競争を勝ち抜くという戦略です。これは市場で買いが売りより多い

という状況なら有効です。

鮮度は食の重要なパラメータです。しかし鮮度は時間とともに落ちていきます。食もビジネス

ですから、売り手と買い手の思惑が一致したところで値が付きます。生産者は生産物を高く売り

たいのですが、買い手には買うか買わないかの判断権があります。しかし生鮮食品の鮮度は時間

とともに低下しますから、生産側は限られた時間内で売らねばなりません。つまり、売り手と買

い手の立場は対称ではないのです。その結果、生産量が需要を少しでも上回ると、買い手は買わ

ない権利を行使するので値段が急激に低下してしまい豊作貧乏になってしまいます。現在の生鮮

食材流通は、生産者側が情報的に弱者なのです。この立ち位置をデジタルトランスフォームで逆

転するという発想が大事だと思います。

ソサエティ５．０時代の農業はどう変われるでしょうか？自動運転トラクタやIoTの活用で、農業

者の高齢化や経営規模の拡大に対応するというシナリオもあります。それは今そこにある課題へ

の対応として地道に進めるべきですが、それだけがDXということではないと思います。私は市

場取引で生産側が有利になるためにDXを進めるという発想が大事だと考えます。ソサエティ５．０

時代の農場は環境をデジタルコントロールでき、収穫タイミングをプログラムできると考えたら

どうでしょうか。市場価格をAI装備の情報端末でモニタし、収穫時期をプログラムするという

デジタルな仕事が新しい農業の形になる可能性があります。

さらに発展して、生産物をそのまま市場に出すのではなく、長期保存可能な半加工食品として

出荷するということも考えられます。農業の６次産業化と言われて久しいですが、これもソサエ

ティ５．０時代の形を考えてはどうでしょう。デジタル化された精密農場では、多種多様な農産物

を同時に栽培できるようになります。最終的な加工食品を設計し、それに必要な農産物を生産ラ

インに合わせてタイミングよく収穫できれば、農場から直接に農場ブランドの加工食品として出

荷することもできるでしょう。冷凍食品なら出荷時期も自由に設定できます。従来の加工食品は

生産者のブランドは付かないものが多かったのですが、６次産業指向のデジタル農場＋加工場で

は生産者ブランドで加工食品が出荷できることになり、より消費者に近いポジションで農業ビジ

ネスを展開できるようになります。そういう新しいデジタル農業なら後を継ぎたい若者も出てき

ますし、嫁ごうとする女性も増えるのではないでしょうか。私もそんな未来の農業の風景を見て

みたいものです。

観光も北海道の未来を支える重要な産業です。観光をインフラの逆転で考えると、新しい切り

口が出てきます。ここ数年、北海道の観光に占める外国人観光客、いわゆるインバウンド客の比
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率が増加していました。２０２０年に限れば新型コロナ感染症による観光客激減で壊滅的な打撃を受

けているわけですが、いずれ回復するでしょう。そこを見据えて、デジタルインフラがあること

を前提とした新しい観光の形を提案できないでしょうか。

私は思うことがあって今年から山登りを始めたのですが、実際にやってみると登山は既にソサ

エティ５．０の入り口に来ていました。登山用スマホサービスが何種類も公開されていて、今や山

はITと共に登るものに変わっていました。こういうサービスを実際に使って感じたことは、デジ

タルサービスは登山を便利にしただけでなく、登山の楽しみかたそのものを変えているというこ

とです。どの山に登るか、どういうスケジュールになるか、他人はどのようなルートで、どのく

らいの時間で登っているかを十分に調べてから、いざ山行となります。それは事故防止にもつな

がりますし、登山後に自分の経験をコミュニティで共有することで登山後の楽しみにもなるわけ

です。

デジタル化で観光や娯楽の形が変わるところにデジタルトランスフォームの本質があります。

情報提供だけでとどまっていては、新しい観光産業は出てきません。

今、北海道観光に注目が集まる理由の一つがアドベンチャートラベル、冒険型旅行です。アド

ベンチャートラベルというと、日本の山や海など海外と比べてスケールが小さいと思いがちです

が、逆に日本だからできるアドベンチャーというのもあります。私は以前に、フィンランドから

の来客にせがまれて有珠山登山に付き合わされたことがあります。なぜ有珠山なのかと聞いた

ら、数年前に噴火した火山に登れる場所など世界中どこにもないと言われて、そんなものかと

思っていました。

アドベンチャートラベルも欧米のスタイルを借用して北海道の自然を切り売りしていては、長

くは続かないでしょう。アドベンチャートラベルをデジタルトランスフォーメーションするとい

う発想が求められます。アドベンチャートラベルのために北海道まで来る人数は限られます。北

海道には豊富なアドベンチャートラベルの資源があるというならば、その情報のデジタル化とコ

ンテンツ開発で潜在的な愛好家の育成から取り組む必要があると思います。

� 常識と規制を超える勇気

住民票や印鑑証明の発行を、コンビニ端末でも発行できるようにするというサービスが始まっ

ています。区役所まで出向かなくても近くのコンビニで発行できるのは便利ですが、このサービ

スは本当に便利になったのでしょうか。住民票のデータは住民基本台帳ネットワークのデータ

ベースに格納されており、それは全国の自治体に端末からアクセスできるものなのです。その

データベースへの検索キーがあれば、行政機関内のやり取りでは紙の住民票は必要ないことに

なっています。その検索キーがマイナンバーということです。行政事務の多くの部分はデジタル

化できるものです。しかし、従来のサービス、それも書式やハンコにこだわるばかりに、デジタ

ル化してもその本質の機能がいつまでも使われないのが、日本の行政情報化の現実の姿とも言え

ます。

DXが求められている分野に公共交通サービスがあります。地方の公共交通は高齢化、人口減
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により年々経営状況が悪化しており、サービスの維持自体が困難になっています。その状況を

DXしようというのがMaaS（Mobility as a Service）という発想です。異なる交通サービスをITで

連携し、低コストで地域交通を維持しようという考え方に間違いはありません。しかし、実際に

やろうとすると公共交通に課された様々な規制が足かせとなり、現実的な運用が難しくなると言

います。バスは鉄道と違い道路を自由に走れるイメージがあります。しかし、バス停の位置や運

行経路を動的に変えるには膨大な事務手続きや審査が必要になります。AIが１秒以下で最適経

路を割り出せたとしても、それに基づく運行は紙とハンコの手続きを経るまでできないという笑

い話になります。

DXはアイディアと高度なIT技術で推進できそうな印象がありますが、実際は過去の常識と規

制、そして既得権益の壁が妨げになって先に進めないということが多いものです。それを突き破

る突破力を備えた地域や組織が先端を走ることになるのでしょう。

� 北海道ソサエティ５．０の必要条件

インフラの逆転という見方でDXを考えてきましたが、では今、北海道に十分なネットワーク

環境とコンピュータリソースがあるかと言えば、Noと言わざるを得ないでしょう。

日本のインターネット網は東京と大阪に主要交換点（IX）を置き、そこに回線をつなぎこむ

形で構築されています。従って、海外回線も東京と大阪に陸揚げするのが有利になります。その

結果、北海道はIXから最も遠い地域になるわけです。光の速度なら関係ないと考えてはいけま

せん。光ケーブルの中を信号が進む速度は光速の６０％程度です。札幌－東京間の道のりで１０００

kmとすると、その往復時間は６．７m秒にもなります。

もう一つの重要な資源であるコンピュータはデータセンターに集中配置され、利用者はその機

能をクラウドサービスとして利用します。このデータセンターの立地が今話題になっています。

データセンターはIXに近い位置に立地するのが有利で、国内で最も注目されているのが千葉県

印西市です。ここは北米からの海底ケーブル上陸点（千葉県千倉町）と東京IXの両方に近い地

点なのです。

北海道をDXで革新するならば、それを求めるところに高速ネットワークを引ける環境整備を

するべきです。明治、大正、昭和と北海道で人が住むところには道路、電力というインフラ整備

をして今があるわけです。ソサエティ５．０の時代に、人が営む場所で最重要インフラとしての

ネットワークが引けない場所があるなどあり得ません。

もう一つ、北海道の地政学的ポジションも重要です。インターネットの国外接続は東京と大阪

で足りるというのが、今時点での日本のインターネットの構造です。これは少し前まで成田と関

空に国際線を集約していた日本の航空政策と共通しています。しかし、今後起こると言われる首

都圏の大規模災害や巨大地震による情報通信網の切断事故を想定すると、国際回線を含めた日本

のネットワーク構造は再設計の時期に来ていると考えている人も多いのです。

フィンランドの情報通信企業であるCINIA社は、ノルウェーのKirkenesから日本に向けて北極

海ルートで直通光海底ケーブルを敷設するArctic Connect構想を計画しています。このルートが
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完成すると、北海道沿岸を通過してヨーロッパへの最短直通回線ができます。仮に北海道にこの

回線が上陸することになれば、北海道はヨーロッパ、北米に向けた遅延時間最小の国内地点にな

るのです。新千歳空港に国際線乗り入れが増えたように、北海道にデータセンター事業が集約す

るということも考えられます。北海道に国際回線とデータセンターの集積地ができることが、北

海道ソサエティ５．０の実現の必要条件と言っても良いでしょう。

� 北海道ソサエティ５．０のプロトタイプを作ろう

未来の絵が簡単に描けるのなら苦労しません。それが描けないから苦労しているわけです。こ

こで、一つ提案があります。未来を予想するのではなく、未来のカケラ－プロトタイプを作ると

ころから始めてはどうでしょう。ソサエティ５．０を作れと言われても困るが、自分ならこうす

る、こうしたいということの一部なら作って見せられるのではないでしょうか。

米国のコンピュータ科学者であるAlan Kayは１９６０年代に現在のパーソナルコンピュータの原型

を「DynaBook」として提案し、まだマイクロプロセッサすらなかった時代にその一部の機能を

実現してデモンストレーションして見せました。彼は「未来を予測する最善の方法はそれを発明

することだ」と言い、実際にそれを実行したわけです。

ソサエティ５．０は待っていれば向こうからやってくるものではありません。今できることはそ

のプロトタイプを開発し、それを見せる、試すことぐらいです。北海道にはソサエティ５．０のプ

ロトタイプがある、そう言われるような北海道を目指して一汗かきませんか。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１５年＝１００
季調値

前 期 比
（％）

２０１６年度 ９９．８ ０．１ １００．６ ０．８ ９９．４ △０．３ １００．２ ０．６ ９２．３ △０．３ ９３．９ △１．４
２０１７年度 １００．３ ０．５ １０３．５ ２．９ １０１．４ ２．０ １０２．４ ２．２ ９８．０ ６．２ ９８．７ ５．１
２０１８年度 ９８．２ △２．１ １０３．８ ０．３ ９８．２ △３．２ １０２．６ ０．２ １０１．２ ３．３ ９８．９ ０．２
２０１９年度 ９２．５ △５．８ ９９．９ △３．８ ９１．９ △６．４ ９８．９ △３．６ １０８．３ ７．０ １０１．８ ２．９

２０１９年７～９月 ９３．６ △２．８ １０１．７ △１．１ ９２．９ △３．０ １０１．３ △０．１ １０７．１ １．９ １０３．３ △１．１
１０～１２月 ９１．３ △２．５ ９８．０ △３．６ ９１．３ △１．７ ９７．３ △３．９ １０６．９ △０．２ １０４．０ ０．７

２０２０年１～３月 ８９．０ △２．５ ９８．４ ０．４ ８７．７ △３．９ ９６．７ △０．６ １１３．０ ５．７ １０６．４ ２．３
４～６月 ８０．１ △１０．０ ８１．８ △１６．９ ７８．５ △１０．５ ８０．５ △１６．８ １１５．１ １．９ １００．８ △５．３
７～９月 ７７．５ △３．２ ８８．９ ８．７ ７７．４ △１．４ ８７．８ ９．１ １０３．４ △１０．２ ９７．５ △３．３

２０１９年 １１月 ９２．８ ２．８ ９７．７ △０．６ ９２．１ ０．５ ９６．８ △１．４ １０５．９ ０．３ １０３．６ △０．５
１２月 ９０．９ △２．０ ９７．９ ０．２ ９０．１ △２．２ ９７．０ ０．２ １０６．９ ０．９ １０４．０ ０．４

２０２０年 １月 ８９．７ △１．３ ９９．８ １．９ ８９．２ △１．０ ９７．９ ０．９ １０５．７ △１．１ １０６．２ ２．１
２月 ９０．０ ０．３ ９９．５ △０．３ ８８．３ △１．０ ９８．９ １．０ １０８．８ ２．９ １０４．４ △１．７
３月 ８７．２ △３．１ ９５．８ △３．７ ８５．５ △３．２ ９３．２ △５．８ １１３．０ ３．９ １０６．４ １．９
４月 ８３．１ △４．７ ８６．４ △９．８ ８０．５ △５．８ ８４．３ △９．５ １１３．９ ０．８ １０６．１ △０．３
５月 ７８．４ △５．７ ７８．７ △８．９ ７７．５ △３．７ ７６．８ △８．９ １１３．４ △０．４ １０３．３ △２．６
６月 ７８．７ ０．４ ８０．２ １．９ ７７．４ △０．１ ８０．５ ４．８ １１５．１ １．５ １００．８ △２．４
７月 ７８．１ △０．８ ８７．２ ８．７ ７７．２ △０．３ ８５．８ ６．６ １１４．０ △１．０ ９９．３ △１．５
８月 ７６．９ △１．５ ８８．１ １．０ ７７．３ ０．１ ８７．１ １．５ １０７．９ △５．４ ９８．０ △１．３
９月 ７７．６ ０．９ ９１．５ ３．９ ７７．６ ０．４ ９０．５ ３．９ １０３．４ △４．２ ９７．５ △０．５
１０月 r ８３．４ ７．５ ９５．２ ４．０ r ８３．７ ７．９ ９４．９ ４．９ r ９６．９ △６．３ ９５．７ △１．８
１１月 p８４．７ １．６ ９４．７ △０．５ p８３．８ ０．１ ９３．８ △１．２ p９１．４ △５．７ ９４．３ △１．５

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度は原指数による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

百貨店・スーパー販売額
百貨店・スーパー計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ９５３，９０７ ０．４ １９５，２６０△１．１ ２０２，８４９ △３．５ ６５，６０７ △３．４ ７５１，０５８ １．６ １２９，６５３ ０．０
２０１７年度 ９６２，１２１ ０．９ １９６，２５２ ０．５ ２０１，２９１ △０．８ ６５，３５４ △０．４ ７６０，８３０ １．３ １３０，８９８ １．０
２０１８年度 ９６５，８７１ ０．４ １９５，４７７△０．４ ２００，４５９ △０．４ ６３，９８１ △２．１ ７６５，４１１ ０．６ １３１，４９７ ０．５
２０１９年度 ９５６，５０１△１．４ １９３，４２８△１．６ １８６，２９０ △７．１ ６０，４２３ △５．６ ７７０，２１１ ０．１ １３３，００５ ０．２

２０１９年７～９月 ２４０，１１８ １．８ ４８，８６０ ２．０ ４８，２６７ ５．２ １５，６１４ ６．０ １９１，８５１ ０．９ ３３，２４７ ０．３
１０～１２月 ２５２，４０６△３．５ ５０，９２０△４．１ ５３，１２９ △７．６ １６，７７７ △８．６ １９９，２７６ △２．３ ３４，１４２ △１．８

２０２０年１～３月 ２３１，９２４△４．０ ４６，６７２△３．５ ３９，８５６ △２２．０ １３，０５９ △１６．４ １９２，０６８ ０．８ ３３，６１３ ２．５
４～６月 ２２８，６４９△６．６ ４４，７６８△１１．４ ２１，５９１ △５２．１ ７，３９８ △５０．６ ２０７，０５８ ３．６ ３７，３７０ ５．１
７～９月 ２４２，７０２△４．１ ４９，４８０△５．８ ３６，１４３ △２５．１ １１，６５３ △２５．４ ２０６，５５９ ０．８ ３７，８２７ ２．４

２０１９年 １１月 ７８，２０４△２．２ １６，１１３△２．０ １６，４７７ △６．５ ５，４５３ △５．８ ６１，７２７ △１．０ １０，６６０ ０．１
１２月 １０１，９４２△２．３ ２０，２３４△２．８ ２２，７４６ △３．８ ７，０５５ △４．７ ７９，１９６ △１．９ １３，１７９ △１．８

２０２０年 １月 ８０，９９２△０．６ １６，０６４△１．６ １７，６４３ △２．４ ５，２１１ △３．３ ６３，３５０ △０．１ １０，８５３ △０．８
２月 ７２，５８０△２．２ １４，３８９ ０．３ １２，１４０ △２２．０ ４，０６０ △１１．８ ６０，４３９ ３．１ １０，３２９ ６．０
３月 ７８，３５２△８．９ １６，２１９△８．８ １０，０７３ △４２．４ ３，７８８ △３２．６ ６８，２７９ △０．３ １２，４３１ ２．６
４月 ７２，４６６△１０．２ １３，４５０△１８．６ ５，５６５ △６１．９ １，３９７ △７１．５ ６６，９０１ １．１ １２，０５３ ３．７
５月 ７４，００２△９．２ １４，５２９△１３．６ ３，７３８ △７５．０ １，７４４ △６４．１ ７０，２６４ ５．４ １２，７８５ ６．７
６月 ８２，１８１△０．４ １６，７８９△２．３ １２，２８８ △２０．６ ４，２５７ △１８．５ ６９，８９３ ４．３ １２，５３２ ４．８
７月 ８２，０２１△１．１ １６，９１８△３．２ １２，７２６ △２０．０ ４，３４３ △１９．８ ６９，２９５ ３．４ １２，５７５ ４．５
８月 ８３，０９３△１．８ １６，８８２△１．２ １１，４１６ △２３．５ ３，６０２ △２１．３ ７１，６７７ ２．７ １３，２８０ ５．６
９月 ７７，５８８△９．５ １５，６８０△１２．８ １２，００１ △３１．２ ３，７０８ △３４．０ ６５，５８８ △３．８ １１，９７２ △３．０
１０月 ７８，５６０ ３．１ １６，３０３ ４．０ １２，８８４ △７．４ ４，１６３ △２．５ ６５，６７６ ５．３ １２，１４０ ６．０
１１月 ８０，２９８△２．６ １６，７８１△３．２ １１，４４３ △３０．６ ４，６２８ △１５．１ ６８，８５５ ４．４ １２，１５３ ２．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■百貨店・スーパー販売額の前年同月比は全店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ３０ ―ほくよう調査レポート ２０２１年２月号
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年月

専門量販店販売額
家電大型専門店 ドラッグストア ホームセンター

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 １３６，９７８ ０．１ ４１，９８４△０．７ ２４２，７１４ ５．６ ５７，７２９ ５．３ １２９，４９２ △１．６ ３３，０４０ △０．４
２０１７年度 １４１，３７７ ３．２ ４３，３４８ ３．３ ２５５，３３１ ５．３ ６１，５０３ ６．４ １３０，２８９ ０．６ ３２，９０８ △０．４
２０１８年度 １４４，９８４ ２．６ ４４，２０３ ２．１ ２６５，８６７ ４．３ ６４，６６７ ５．３ １３３，９７７ ２．８ ３２，７７５ △０．４
２０１９年度 １４９，０７０ ２．８ ４５，２１３ ２．３ ２８３，４９０ ６．６ ７０，０９６ ７．１ １３３，４０９ △０．４ ３３，０１０ ０．７

２０１９年７～９月 ４４，９３８ ２３．８ １３，３１６ １６．８ ７２，３５１ ６．９ １８，１２８ ９．７ ３５，６３４ ２．９ ８，６３６ ４．６
１０～１２月 ３４，１９２△１１．５ １０，３２２△１０．３ ７０，１５２ ６．４ １７，０８２ ２．７ ３４，２１１ △７．６ ８，３８４ △４．４

２０２０年１～３月 ３６，６７１△３．９ １０，９８２△２．３ ７２，５９２ ７．８ １７，８４４ １０．８ ２５，９２２ ２．２ ７，３９７ ３．７
４～６月 ３６，４４２ ９．５ １１，５９７ ９．１ ７１，０９２ ３．９ １８，３７８ ７．８ ４０，９２９ ８．７ ９，５１７ １０．７
７～９月 ３８，２８３△１４．８ １２，７４８△４．６ ７２，６６１ ０．４ １８，４６６ １．９ ３５，５９４ △０．１ ８，９７８ ４．０

２０１９年 １１月 １０，５９９△７．８ ３，１８５△５．５ ２１，６０６ △０．４ ５，４６７ ３．４ １１，０９３ △５．０ ２，６２９ △２．１
１２月 １４，７７２△９．４ ４，４７８△１１．２ ２３，５９０ ４．３ ６，１９５ ４．４ １２，８４５ △７．０ ３，２０５ △４．２

２０２０年 １月 １３，４３２ ２．９ ３，８５１△０．３ ２４，４７５ １．７ ５，６８３ ６．３ ８，１８８ △１．１ ２，３２６ △１．５
２月 １０，２５１ ０．４ ３，２４５ ５．２ ２４，５３４ ９．１ ６，０６４ １９．１ ７，９１８ ５．４ ２，３４７ ９．７
３月 １２，９８８△１２．７ ３，８８５△９．５ ２３，５８３ １３．３ ６，０９７ ７．６ ９，８１６ ２．６ ２，７２３ ３．５
４月 ９，９６９△６．７ ３，０７３△９．０ ２３，１６８ ３．２ ６，１８４ １０．８ １２，２６７ ０．８ ２，９８６ ４．１
５月 １１，３６３ ３．８ ３，７９５ ８．８ ２３，１４３ ３．４ ６，０７０ ６．４ １４，９７０ ８．４ ３，３８２ １１．２
６月 １５，１１０ ２９．９ ４，７２９ ２５．６ ２４，７８１ ５．１ ６，１２４ ６．４ １３，６９２ １７．５ ３，１４８ １７．３
７月 １２，８４５ ４．１ ４，５５４ １２．１ ２４，２４４ ４．２ ６，２０３ ５．５ １２，９７２ １４．１ ３，０１３ １０．６
８月 １３，２５０△６．６ ４，５２３ ９．５ ２４，５７７ １．３ ６，４１６ ９．１ １２，１３４ ３．６ ３，２２３ １２．５
９月 １２，１８８△３３．８ ３，６７１△２９．０ ２３，８４０ △４．０ ５，８４７ △８．２ １０，４８８ △１６．４ ２，７４２ △９．９
１０月 １１，８５８ ３４．４ ３，４４４ ２９．０ ２３，０９２ △７．５ ５，８１７ ７．３ １１，４３３ １１．３ ２，７９７ ９．７
１１月 １３，６７３ ２９．０ ４，００４ ２５．３ ２３，７１５ ９．８ ５，８４８ ７．０ １１，６６２ ５．１ ２，８２２ ７．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■専門量販店販売額は２０１４年１月から調査を実施。

年月

コンビニエンスストア販売額 消費支出（二人以上の世帯） 来道者数 外国人入国者数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 北海道

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 円 前 年 同
月比（％） 円 前 年 同

月比（％） 千人 前 年 同
月比（％） 千人 前 年 同

月比（％）
２０１６年度 ５５５，１０４ １．９ １１５，１８３ ３．４ ２６０，４０３ ２．１ ２８１，０３８ △１．６ １３，５０１ ５．３ １，３９４ １２．１
２０１７年度 ５６５，７３１ １．９ １１８，０１９ ２．３ ２６４，４３３ １．５ ２８４，５８７ １．３ １３，７７７ ２．０ １，７３６ ２４．５
２０１８年度 ５７３，４０８ １．４ １２０，５０５ ２．１ ２５５，２１０ △３．５ ２８９，００７ １．６ １３，５４６ △１．７ １，８８４ ８．５
２０１９年度 ５８２，４１４ １．６ １２１，７４８ １．０ ２７２，９７６ ７．０ ２９１，２３５ ０．８ １３，２６７ △２．１ １，５８４ △１５．９

２０１９年７～９月 １５５，６６４ １．４ ３１，９１２ ０．１ ２６７，４７６ ９．１ ２９４，９８７ ４．５ ４，１７３ ８．４ ４４０ △６．０
１０～１２月 １４７，４７０ ２．５ ３０，８８５ ２．０ ２８７，３１７ ６．３ ２９３，２７２ △２．３ ３，３３７ ２．６ ４１３ △７．４

２０２０年１～３月 １３４，７５５△０．１ ２８，５９９△０．３ ２６３，５１１ １．５ ２８３，７０７ △２．９ ２，３１４ △２６．１ ２８８ △４９．１
４～６月 １３６，６３６△５．５ ２７，７８１△８．５ ２５５，９４２ △６．５ ２６４，５４６ △９．７ ５０９ △８５．２ ０ △１００．０
７～９月 １５１，４３７△２．７ ３０，１３６△５．６ ２７４，４９８ ２．６ ２７１，０４０ △８．１ １，５７０ △６２．４ ０ △１００．０

２０１９年 １１月 ４６，９３７ １．７ ９，９３８ ２．３ ２６４，２８４ △０．２ ２７８，７６５ △０．８ １，０８８ ３．３ １０９ △４．９
１２月 ５１，２３４ １．０ １０，６３３ ０．６ ３１２，１９６ ８．３ ３２１，３８０ △２．４ １，０７２ ０．５ １９２ △９．３

２０２０年 １月 ４６，０９８ １．４ ９，７１４ １．６ ２５９，２０７ １．９ ２８７，１７３ △３．１ １，００８ ０．４ １９１ △９．８
２月 ４４，１８２ ３．４ ９，３０８ ３．４ ２５５，２４０ １．９ ２７１，７３５ ０．２ ９２２ △７．５ ９４ △５４．１
３月 ４４，４７５△４．９ ９，５７７△５．４ ２７６，０８６ ０．９ ２９２，２１４ △５．５ ３８４ △６６．０ ３ △９７．９
４月 ４３，５７７△６．５ ８，９１４△１０．７ ２６２，５０３ △６．２ ２６７，９２２ △１１．０ １６４ △８４．２ ０ △１００．０
５月 ４５，６３９△７．２ ９，２７１△９．６ ２４３，２５１ △１０．２ ２５２，０１７ △１６．２ １０５ △９１．２ ０ △１００．０
６月 ４７，４２０△２．７ ９，５９６△５．１ ２６２，０７３ △３．０ ２７３，６９９ △１．１ ２４０ △８０．２ ０ △１００．０
７月 ５０，１２７△４．９ ９，９０８△７．９ ２７３，８８２ ８．２ ２６６，８９７ △７．３ ４３０ △６６．９ ０ △１００．０
８月 ５１，４３４△３．８ １０，３４１△５．６ ２７０，６７３ ３．１ ２７６，３６０ △６．７ ５５３ △６３．９ ０ △１００．０
９月 ４９，８７６ ０．８ ９，８８７△３．１ ２７８，９３９ △２．７ ２６９，８６３ △１０．２ ５８７ △５６．３ ０ △１００．０
１０月 ４７，７５８△３．１ ９，９７３△３．３ ２５２，１７９ △１１．７ ２８３，５０８ １．４ ６４６ △４５．１ ０ △１００．０
１１月 ４５，５６１△２．９ ９，７００△２．４ ２５４，７８５ △３．６ ２７８，７１８ △０．０ ５８３ △４６．４ p ０ △１００．０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省、北海道 �北海道観光振興機構 法務省

■コンビニエンスストア販売額の前年同月比は全店
ベースによる。

■年度および四半期の数値は月平均
値。

■「p」は速報値。

主要経済指標（２）

― ３１ ― ほくよう調査レポート ２０２１年２月号
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年月

新設住宅着工戸数 民間非居住用建築物着工床面積 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 千㎡ 前 年 同
月比（％） 千㎡ 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０１６年度 ３７，５１５ ９．３ ９，７４１ ５．８ １，８０９ ２．７ ４５，２９９ ２．７ １０２，３１４ ０．５
２０１７年度 ３７，０６２ △１．２ ９，４６４ △２．８ １，９８３ ９．６ ４７，２９３ ４．４ １０１，４８０ △０．８
２０１８年度 ３５，７６１ △３．５ ９，５２９ ０．７ １，８６８ △５．８ ４６，０３７ △２．７ １０４，３６４ ２．８
２０１９年度 ３２，４８６ △９．２ ８，８３７ △７．３ １，７５６ △６．０ ４３，０１９ △６．６ １０４，０３６ △０．３

２０１９年７～９月 ９，３６８ △７．４ ２，３３２ △５．４ ６０１ １３．８ １１，２５８ △７．６ ２５，９８９ △２．７
１０～１２月 ７，６３１ △２０．６ ２，２２８ △９．４ ３５１ △２７．２ １０，５３４ △９．６ ２３，８４６ △１．５

２０２０年１～３月 ５，３３２ △２．５ １，９４２ △９．９ ２８０ △５．５ ９，４９７ △５．６ ２７，５８１ △１．０
４～６月 ８，９０８ △１２．３ ２，０３９ △１２．７ ７２０ ３７．６ １０，６２９ △９．４ ２１，５３２ △１９．１
７～９月 ９，３７７ ０．１ ２，０９５ △１０．１ ５４１ △１０．０ ９，８３３ △１２．７ ２２，３３６ △１４．１

２０１９年 １１月 ２，５７３ △１９．１ ７３５ △１２．７ １２１ △１７．３ ３，３４８ △９．７ ８，１５３ ５．３
１２月 ２，４２９ △６．０ ７２２ △７．９ ５９ △６５．１ ３，７９７ △１．６ ８，４０２ △３．５

２０２０年 １月 １，２４１ △１５．３ ６０３ △１０．１ ３８ △５９．６ ２，６３６ △２７．２ ６，６７５ △０．３
２月 １，７３９ １１．４ ６３１ △１２．３ ７２ △２３．０ ３，３９５ △２．２ ７，３４３ △２．４
３月 ２，３５２ △３．７ ７０７ △７．６ １７０ ５６．７ ３，４６６ １６．８ １３，５６３ △０．７
４月 ２，９５０ △１０．９ ６９２ △１２．９ ２５２ １１．９ ３，５１４ △１０．８ ７，３２８ △１７．７
５月 ２，８０４ △５．９ ６３７ △１２．３ ２６３ ９７．９ ３，７９４ ４．４ ６，３８４ △１６．３
６月 ３，１５４ △１８．４ ７１１ △１２．８ ２０６ ２４．１ ３，３２１ △２０．１ ７，８２０ △２２．５
７月 ２，８６８ △１６．７ ７０２ △１１．４ ３０４ １１．０ ３，２７７ △２５．８ ６，９１１ △１６．２
８月 ３，７５６ １７．９ ６９１ △９．１ １２８ △２８．３ ３，２６２ △９．９ ６，２６５ △１５．２
９月 ２，７５３ ０．５ ７０２ △９．９ １０８ △２７．１ ３，２９４ ２．２ ９，１６０ △１１．５
１０月 ２，７０９ ３．０ ７０７ △８．３ １０７ △３７．７ ３，２９４ △２．８ ７，４９９ ２．８
１１月 ２，６９１ ４．６ ７０８ △３．７ ７９ △３５．２ ３，０９１ △７．７ ７，２２９ △１１．３

資料 国土交通省 国土交通省 内閣府

■「r」は修正値。 ■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０１６年度 １７６，０１８ ４．３ ６０，８９９ １０．４ ６２，４７４ ５．２ ５２，６４５ △２．８ ４，２４３，３９３ ３．１
２０１７年度 １８３，７７０ ４．４ ６２，８０７ ３．１ ６３，４４３ １．６ ５７，５２０ ９．３ ４，３４９，７７８ ２．５
２０１８年度 １７８，５３３ △２．８ ６１，２０８ △２．５ ６０，８４１ △４．１ ５６，４８４ △１．８ ４，３６３，６０８ ０．３
２０１９年度 １７０，６０２ △４．４ ５８，９０７ △３．８ ５７，８３４ △４．９ ５３，８６１ △４．６ ４，１７３，１８６ △４．４

２０１９年７～９月 ４８，０８１ ５．７ １６，６５６ ７．５ １６，０４１ １．９ １５，３８４ ８．１ １，１５５，４５７ ７．５
１０～１２月 ３１，１７１ △１６．６ １１，０６２ △１５．９ １０，２３５ △１７．１ ９，８７４ △１７．０ ８５９，９３２ △１６．０

２０２０年１～３月 ４４，２６７ △１０．０ １５，２２６ △１４．８ １４，７２０ △３．１ １４，３２１ △１１．０ １，１４８，４５４ △１０．０
４～６月 ３２，０９１ △３１．８ ９，９６７ △３７．６ １２，６５６ △２４．８ ９，４６８ △３３．７ ６７７，５２８ △３２．９
７～９月 ４１，６１４ △１３．５ １３，７３０ △１７．６ １３，４７６ △１６．０ １４，４０８ △６．３ ９９２，８６８ △１４．１

２０１９年 １１月 １１，３８３ △１１．２ ３，７５４ △２０．７ ３，９７６ △７．６ ３，６５３ △３．５ ３１５，７３５ △１１．６
１２月 ９，７７５ △１０．２ ３，８８２ １．４ ３，１３０ △１１．３ ２，７６３ △２１．７ ２８４，２７８ △１１．１

２０２０年 １月 １０，２９８ △９．０ ３，４６０ △１０．３ ３，３１９ △５．７ ３，５１９ △１０．７ ３０１，１９５ △１２．１
２月 １２，６０８ △９．１ ４，２０４ △１４．８ ４，２３６ １．９ ４，１６８ △１３．０ ３６２，０５２ △９．８
３月 ２１，３６１ △１０．９ ７，５６２ △１６．８ ７，１６５ △４．６ ６，６３４ △１０．０ ４８５，２０７ △８．９
４月 １１，１２４ △２８．９ ２，９３７ △４１．７ ５，００７ △１５．６ ３，１８０ △３２．１ ２１９，２３１ △３０．４
５月 ８，１４２ △４３．７ ２，６９７ △４４．８ ３，３１２ △３０．８ ２，１３３ △５５．６ １７４，４０４ △４６．７
６月 １２，８２５ △２４．４ ４，３３３ △２８．３ ４，３３７ △２９．１ ４，１５５ △１３．３ ２８３，８９３ △２２．６
７月 １４，５７２ △１２．３ ４，９００ △１２．９ ４，７８３ △２４．１ ４，８８９ ４．３ ３３０，７７１ △１２．８
８月 １１，６０３ △９．８ ３，５３４ △２０．０ ４，１２５ １．４ ３，９４４ △９．９ ２７１，２５０ △１４．５
９月 １５，４３９ △１７．０ ５，２９６ △１９．９ ４，５６８ △１９．５ ５，５７５ △１１．８ ３９０，８４７ △１４．８
１０月 １３，３２３ ３３．１ ４，５０６ ３１．５ ４，１１０ ３１．４ ４，７０７ ３６．１ ３３９，９２３ ３０．８
１１月 １２，８７７ １３．１ ４，７３３ ２６．１ ３，７２２ △６．４ ４，４２２ ２１．１ ３３６，９０８ ６．７

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（３）

― ３２ ―ほくよう調査レポート ２０２１年２月号
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年月

公共工事請負金額 有効求人倍率 新規求人数（常用） 完全失業率（常用）
北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
倍
原数値 人 前 年 同

月比（％） 人 前 年 同
月比（％）

％
原数値

２０１６年度 ８７７，６５３ １３．９ １４５，３９５ ４．１ １．０４ １．２５ ３１，９６６ ２．５ ８１１，１９０ ５．４ ３．６ ３．０
２０１７年度 ８８３，１１０ ０．６ １３９，０８１ △４．３ １．１１ １．３８ ３２，４３４ １．５ ８５３，６７１ ５．２ ３．２ ２．７
２０１８年度 ８５７，２６９ △２．９ １４０，６８０ １．１ １．１７ １．４６ ３２，９６９ １．６ ８６６，０５５ １．５ ２．９ ２．４
２０１９年度 ９５６，２２７ １１．５ １５０，２５５ ６．８ １．１９ １．４１ ３２，０９１ △２．７ ８２７，４６７ △４．５ ２．５ ２．４

２０１９年７～９月 ２６０，９０５ ３１．９ ４０，３３６ １２．２ １．２３ １．４３ ３３，５４２ ２．７ ８４７，８３３ △０．７ ２．１ ２．３
１０～１２月 ９８，０４８ １１．１ ３０，６２９ ４．４ １．２８ １．４９ ３０，９３５ △１．８ ８３３，５７２ △１．９ ２．４ ２．２

２０２０年１～３月 １２９，１８９ △４．０ ２８，２７９ ７．１ １．１４ １．３７ ３０，２４９ △１２．１ ７８２，５３１ △１３．２ ２．５ ２．４
４～６月 ５１９，４７９ １１．０ ５２，７３０ ３．４ ０．９４ １．０４ ２６，７７７ △２０．４ ６２４，２０２ △２６．２ ３．３ ２．８
７～９月 ２４１，２０２ △７．６ ４３，３７３ ７．５ ０．９５ ０．９６ ２７，０５４ △１９．３ ６４５，０７０ △２３．９ ２．７ ３．０

２０１９年 １１月 ２９，７３４ １０．９ ９，１１０ １１．３ １．２８ １．４８ ２９，１１６ △７．０ ８０１，７４２ △５．８ ２．４ ２．２
１２月 １３，８１６ △１０．８ ８，０３８ △３．６ １．２８ １．５３ ２６，９８７ １．８ ７７８，８７２ ３．３ ↓ ２．１

２０２０年 １月 １０，５６５ １４．５ ６，４１５ ９．６ １．１８ １．４４ ３０，３３０ △１２．２ ７９２，８６５ △１５．１ ↑ ２．３
２月 １９，２７４ ２７．８ ６，９９４ △５．４ １．１６ １．３８ ３０，３４７ △１１．３ ８０１，３５８ △１２．８ ２．５ ２．３
３月 ９９，３４８ △９．９ １４，８７０ １２．９ １．０９ １．３０ ３０，０７１ △１２．７ ７５３，３６９ △１１．４ ↓ ２．６
４月 ２１０，４０６ ３３．７ ２３，０５４ ３．２ ０．９７ １．１３ ２７，９３６ △２２．３ ６０４，３８２ △３０．４ ↑ ２．８
５月 １４４，８３５ △１５．７ １３，２９１ △６．４ ０．９３ １．０２ ２５，０５６ △２３．３ ５８２，６７８ △３０．７ ３．３ ２．９
６月 １６４，２３７ １８．２ １６，３８６ １３．２ ０．９３ ０．９７ ２７，３３９ △１５．３ ６８５，５４７ △１７．２ ↓ ２．８
７月 １１１，３２８ △１８．６ １５，４３２ △４．１ ０．９５ ０．９７ ２７，５５７ △２３．６ ６４０，９０６ △２７．７ ↑ ２．９
８月 ７３，００４ △１．２ １３，００９ １３．２ ０．９４ ０．９５ ２５，３３４ △２０．２ ６０７，５７７ △２６．７ ２．７ ３．０
９月 ５６，８６８ １３．１ １４，９３２ １７．１ ０．９５ ０．９５ ２８，２７２ △１３．９ ６８６，７２７ △１７．０ ↓ ３．０
１０月 ４３，３４９ △２０．５ １３，４２６ △０．４ ０．９７ ０．９７ ３０，８８３ △１５．９ ７１３，６０８ △２２．４ － ３．１
１１月 ２４，３０７ △１８．３ ８，８１４ △３．３ ０．９９ １．００ ２６，４４４ △９．２ ６３０，７７１ △２１．３ － ２．８

資料 北海道建設業信用保証㈱ほか２社 厚生労働省
北海道労働局

厚生労働省
北海道労働局 総務省

■年度および四半期
の数値は月平均値。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。■年度の数値は四
半期の平均値。

年月

消費者物価指数（生鮮食品除く総合） 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上） 円相場

（東京市場）
日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

２０１５年＝１００ 前 年 同
月比（％）２０１５年＝１００

前 年 同
月比（％） 件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０１６年度 ９９．６ △０．２ ９９．７ △０．２ ２７９ ５．３ ８，３８１ △３．５ １０８．３７ １８，９０９
２０１７年度 １００．９ １．３ １００．４ ０．７ ２６３ △５．７ ８，３６７ △０．２ １１０．８０ ２１，４５４
２０１８年度 １０２．３ １．４ １０１．２ ０．８ ２２４ △１４．８ ８，１１１ △３．１ １１０．８８ ２１，２０６
２０１９年度 １０３．１ ０．８ １０１．８ ０．６ ２０８ △７．１ ８，６３１ ６．４ １０８．６８ １８，９１７

２０１９年７～９月 １０２．８ ０．５ １０１．６ ０．５ ４７ △１１．３ ２，１８２ ８．２ １０７．３０ ２１，７５６
１０～１２月 １０３．６ ０．７ １０２．１ ０．６ ４３ △１５．７ ２，２１１ ６．８ １０８．７２ ２３，６５７

２０２０年１～３月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ ５３ △８．６ ２，１６４ １２．９ １０８．８６ １８，９１７
４～６月 １０２．４ △０．３ １０１．６ △０．１ ５６ △１２．５ １，８３７ △１１．４ １０７．６０ ２２，２８８
７～９月 １０２．１ △０．６ １０１．４ △０．２ ３４ △２７．７ ２，０２１ △７．４ １０６．１９ ２３，１８５

２０１９年 １１月 １０３．６ ０．７ １０２．２ ０．５ １４ △２２．２ ７２７ １．３ １０８．８６ ２３，２９４
１２月 １０３．７ １．１ １０２．２ ０．７ １７ △５．６ ７０４ １３．２ １０９．１８ ２３，６５７

２０２０年 １月 １０３．４ １．３ １０２．０ ０．８ ２１ ３１．３ ７７３ １６．１ １０９．３４ ２３，２０５
２月 １０３．４ １．３ １０１．９ ０．６ １６ ０．０ ６５１ １０．７ １０９．９６ ２１，１４３
３月 １０３．５ １．１ １０１．９ ０．４ １６ △３８．５ ７４０ １１．８ １０７．２９ １８，９１７
４月 １０２．６ △０．２ １０１．６ △０．２ ２５ ５６．３ ７４３ １５．２ １０７．９３ ２０，１９４
５月 １０２．３ △０．５ １０１．６ △０．２ １０ △５６．５ ３１４ △５４．８ １０７．３１ ２１，８７８
６月 １０２．４ △０．２ １０１．６ ０．０ ２１ △１６．０ ７８０ ６．３ １０７．５６ ２２，２８８
７月 １０２．１ △０．５ １０１．６ ０．０ １２ △２０．０ ７８９ △１．６ １０６．７８ ２１，７１０
８月 １０２．１ △０．５ １０１．３ △０．４ １１ △４７．６ ６６７ △１．６ １０６．０４ ２３，１４０
９月 １０２．２ △０．８ １０１．３ △０．３ １１ ０．０ ５６５ △１９．５ １０５．７４ ２３，１８５
１０月 １０２．２ △１．１ １０１．３ △０．７ １３ ８．３ ６２４ △２０．０ １０５．２４ ２２，９７７
１１月 １０２．２ △１．４ １０１．２ △０．９ １２ △１４．３ ５６９ △２１．７ １０４．４０ ２６，４３４

資料 総務省 ㈱東京商工リサーチ 日本銀行 日本経済新聞社

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

主要経済指標（４）
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●道内経済の動き

●道内企業の経営動向調査
（２０２０年１０～１２月期実績、２０２１年１～３月期見通し）

●トップに聞く⑭ 株式会社ファームノート
代表取締役 下村 瑛史 氏

●寄稿
北海道のデジタルトランスフォーメーション
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